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２００８年６月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
――埼埼玉玉県県経経済済動動向向調調査査――   

【巻頭特集】  県内経済人コメント  

 国際的投機による原油・原材料・食料価格の上昇で、物価の上昇基調が

顕著となり、個人消費の減少傾向が見られる。住宅投資は持ち直しつつあ

るものの、昨今の長期金利の上昇傾向により、減少に転ずる可能性がある。  
 円高傾向は一服したが、県内企業経営者の景況感と景気見通しは厳しい。

より良い財・サービスの提供による埼玉経済の質的向上が求められている。 

  埼玉大学 経済学部教授 相澤 幸悦 

 

 原材料価格の上昇が続いているが、同業他社との競合もあり中小企業はな

かなか製品価格の値上げに踏み切れていない。しかし、中小企業の自助努力

も限界のところまできており、今後の上昇分は製品価格へ転嫁せざるを得な

い状況である。そうした中、消費者の中には「不要な物は買わない」といっ

た慎重な動きがみられる。所得がなかなか上がらない中、物価だけが上昇し、

県経済全体が冷え込むことのないよう願っている。 

本庄商工会議所 会頭 

高橋商事（株）代表取締役会長 高橋 福八 

 

 中小企業の業況判断ＤＩが急速に悪化し、唯一好調だった不動産

業も４～６月期はマイナスとなるようだ。内閣府の景気動向指数も

景気後退を示唆しており、景気回復とは全く縁遠かった商業者には

溜息の出る湿っぽいニュースだ。お客様は生活防衛に走り、最寄必

需品の食品・消耗品においては、ＮＢ（ナショナルブランド）から

割安感のあるＰＢ（プライベートブランド）商品に移っている。消

費者心理が明るくなる要因は何だろう。  

埼玉県商店街振興組合連合会 理事長 大木 敬治  
 

埼玉県経済は、はかばかしくない動きが続いている。県内企業の景況感

が大幅に悪化しており、設備投資の伸びに翳りが生じている。さらに、個

人消費をみると足下は意外と底堅く推移してきたが、最近の原油市況や生

活必需品などの値上がりを踏まえれば、夏場にかけて消費者物価がさらに

高まって、家計の実質所得を抑制し、個人消費が下押しされることが懸念

される。2008年度上期は厳しい景気情勢が続くだろう。 

（財）埼玉りそな産業協力財団 調査部長 島崎 光男  
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２００８年６月  
 

彩彩のの国国経経済済のの動動きき   
――埼埼玉玉県県経経済済動動向向調調査査――   

１ 経済の概況  

  ◎ 埼玉県経済   

 

 　３月の鉱工業生産指数は、９２．３（季節調整済値、２０００年＝１００）で、前月比▲３．１％と３か月連続で
低下した。前年同月比は＋０．１％と３か月連続で前年を上回った。生産は、前年同月比は３か月連続で上
昇しているものの、前月比では３か月連続低下しており、総じてみればおおむね横ばい傾向にある。

生産
横ばい傾向

雇用
弱含んでいる

　４月の有効求人倍率（季節調整値）は０．９０倍で前月比横ばいとなった。
　求人数の減少などから有効求人倍率が６か月連続で１倍を下回っており、県内の雇用情勢は弱含んでい
る。

物価
緩やかながら上昇傾向

　４月の消費者物価指数（さいたま市）は、生鮮食品を含む総合で１０１．０となり、前月比＋０．３％と２か
月連続で上昇した。前年同月比は＋１．３％と８か月連続で上昇した。
　消費者物価は緩やかながら上昇傾向にある。

消費

やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している

　４月の家計消費支出は３３１，８４２円で、前年同月比▲２．６％と２か月連続で前年を下回った。
　４月の大型小売店販売額は、店舗調整前（全店）は前年同月比▲１．２％と３か月ぶりに低下した。店舗
調整済（既存店）販売額は前年同月比▲２．４％と３か月ぶりに低下した。
　５月の新車登録・届出台数は、前年同月比で▲４．２％と２か月ぶりに前年を下回った。
　消費はやや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している。

住宅 　４月の新設住宅着工戸数は、持家・貸家は前年同月比減少となったが、分譲は１０か月ぶりに上昇した。
全体では７，４２４戸となり、前年同月比▲１．６％と２か月ぶりに前年を下回った。 住宅着工は、分譲が１０
か月ぶりに前年を上回るなど、改正建築基準法施行の影響からおおむね持ち直した。

倒産
緩やかな増加傾向

　５月の企業倒産件数は４２件で、前年同月比＋２．４％となり、４か月連続で前年を上回った。負債総額は１
０８億９百万円となり、前年同月比▲２２．９％と２か月連続で前年を下回った。負債総額は２か月連続で前
年実績を下回ったものの、件数が４か月連続で前年実績を上回り、倒産は緩やかな増加傾向にある。

景況
判断

４期連続で悪化

　埼玉県四半期経営動向調査（２０年１～３月期調査）にて企業経営者の景況判断をみると、景況感DIは
▲６５．４と前期（１９年１０～１２月期調査）比８．２ポイント低下し、４期連続で悪化した。今後については、
先行き不透明感がみられる。

設備
投資

２０年度上期は増加見込み、通期も増加見通し

　財務省　法人企業景気予測調査（埼玉県分）（２０年４～６月期調査）によると、２０年度上期の設備投資
計画額は、全規模・全産業で前年同期比２５．７％の増加見込み、下期は、前年同期比２０．３％の増加見
通しとなっている。２０年度通期は前年比２３．０％の増加見通しとなっている。

おおむね持ち直し

＜２００８年３月～２００８年５月の指標を中心に＞  

一部に弱い動きがみられるものの、  
おおむね横ばい圏内の動きとなっている県経済 
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◎ 日本経済  

 

内閣府「月例経済報告」   ＜２００８年６月１６日＞  
 
（我が国経済の基調判断）  

景気回復は足踏み状態にあるが、このところ一部に弱い動き

がみられる。  

 
・輸出、生産は、このところ弱含んでいる。  
・企業収益は、減少している。設備投資は、おおむね横ばいとなっている。

 ・雇用情勢は、厳しさが残るなかで、改善に足踏みがみられる。  
・個人消費は、おおむね横ばいとなっている。  

  
 先行きについては、アメリカ経済が持ち直すにつれ、輸出が増加基調とな

り、景気は緩やかに回復していくと期待される。ただし、サブプライム住宅

ローン問題を背景とするアメリカの景気後退懸念や株式・為替市場の変動、

原油価格の動向等から、景気の下振れリスクが高まっていることに留意する

必要がある。                            
 
（政策の基本的態度）  
 ６月１０日、経済財政諮問会議において、海外との連携を強め、すべての

人が能力を発揮できる社会を構築すること等によって成長を持続させるた

め、「経済成長戦略」を取りまとめた。政府は、本戦略を踏まえ日本経済の

成長力を強化するとともに、豊かで安心できる国民生活を実現するための経

済財政改革の道筋を示す「基本方針2008」（仮称）を取りまとめる。  
民間需要主導の持続的な成長を図るとともに、これと両立する安定的な物

価上昇率を定着させるため、政府と日本銀行は、「経済財政改革の基本方針

2007」に示されたマクロ経済運営に関する基本的視点を共有し、政策運営を
行う。  
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２ 県内経済指標の動向  

 ※ 経済指標のうち、「前月比（季節調整値）」は経済活動の上向き、下向きの傾  
   向を示し、「前年同月比（原指数）」は量的水準の変動を示します。 

 

（１） 生産・出荷・在庫動向（鉱工業指数）  

●横ばい傾向  

 
 

生　産　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　生産指数
（対前年同月比・原指数）
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％ 電気機械 化　学 一般機械 輸送機械

 
 
 

●３月の鉱工業生産指数は、９２．３（季節調整済値、２０００年＝１００）で、

前月比▲３．１％と３か月連続で低下した。前年同月比は＋０．１％と３か月

連続で上昇した。  
●前月比を業種別でみると、化学工業、プラスチック工業など１９業種中１０業

種が上昇し、一般機械工業、電気機械工業など９業種が低下した。  
  
 生産は、前年同月比は３か月連続で上昇しているものの、前月比では３か月連

続低下しており、総じてみればおおむね横ばい傾向にある。  

【生産のウエイト】  

・県の指数は製造工業 (18)と鉱業 (1)

の１９業種に分類されています。

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の生産ウエイトは以下の通り。

①化学工業22.3% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 8.5%

②電気機械17.0% ⑥食料品 6.3%

③輸送機械11.3% ⑦金属製品6.0%

④一般機械10.4%  その他  18.2%
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）
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出　荷　指　数
（対前年同月比・原指数）
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埼玉県の主要業種　出荷指数
（対前年同月比・原指数）
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【出荷のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の出荷ウエイトは以下の通り。

①輸送機械22.7% ⑤ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 7.3% 

②電気機械20.1% ⑥食料品 5.3% 

③化学工業14.1% ⑦金属製品4.2% 

④一般機械  9.9%  その他  16.4% 
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）

●３月の鉱工業出荷指数は９３．９（季節調整値、２０００年＝１００）で、前月比

▲３．４％と２か月連続で低下した。前年同月比は＋１．７％と３か月連続で上昇

した。  
●前月比を業種別でみると、プラスチック工業、化学工業など１９業種中１１業種が

上昇し、一般機械工業、電気機械工業など８業種が低下した。  

【鉱工業指数】  
・鉱工業指数は製造業と鉱業の生産・出荷・在庫の動きをフォローする統計です。  

・基準時点（2000年）を１００として指数化したものです。  

・生産指数と出荷指数は、通常景気の山、谷とほぼ同じ動きを示してきたとされており、

景気動向指数の一致系列に入っています。  

・埼玉県の鉱工業生産は、県内総生産の約２割程度となっています。生産活動の動きは、

景気に敏感に反応する性質を持つので、景気観測には欠かせない指標です。  
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在　庫　指　数
（対前年同月比・原指数）
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％ 埼玉県 全国在　庫　指　数
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埼玉県の主要業種　在庫指数

（対前年同月比・原指数）
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●３月の鉱工業在庫指数は、１１４．３（季節調整済値、２０００年＝１００）

となり、前月比＋５．８％と３か月ぶりに上昇した。前年同月比は＋８．２％

と３か月連続で前年水準を上回った。  
●前月比を業種別でみると、電気機械工業、一般機械工業など１９業種中１４業

種が上昇し、プラスチック工業、鉄鋼業など５業種が低下した。  

【在庫のウエイト】  

・埼玉県の鉱工業全体に占める業種

別の在庫ウエイトは以下の通り。

①電気機械23.3% ⑤金属製品8.0% 

②一般機械16.3% ⑥化学工業5.0% 

③輸送機械11.9% ⑦非鉄金属4.7% 

④ﾌﾟﾗｽﾁｯｸ 10.1%  その他  20.7% 
（出所：県「鉱工業指数」基準時=2000年）

 【平成15年1月分からの「鉱工業生産指数（２０００年＝１００）」の推移】  
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●４月の新規求人倍率は１．３７

倍で、前月比＋０．１２ポイン

トと３か月ぶりに上昇した。  
 
●前年同月比は０．１１ポイント

下回った。  

●４月の完全失業率（南関東）は

４．２％で、前月比＋０．４ポ

イントとなった。  
 
●前年同月比は０．５ポイント上

回った。  

（２）雇用動向  

●弱含んでいる  
 

 
 
 
 
 
 

有効求人倍率
（学卒除き・パート含む）
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倍　季調値
埼玉県 全 国

埼玉県の有効求人
・求職者数推移
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新規求人倍率
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出所：埼玉労働局「労働市場ニュース」・総務省「労働力調
査」

％　原数値
南関東 全国

 

●４月の有効求人倍率(季節調整値、新規学卒者除きパートタイム労働者含む )は  

０．９０倍と前月比横ばいとなった。  
●有効求職者数は８５，５３３人と２９か月連続で前年実績を下回った。有効求人

数は７４，２８６人と１５か月連続で前年実績を下回った。  
求人数の減少などから有効求人倍率が６か月連続で１倍を下回っており、県内の

雇用情勢は弱含んでいる。  
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●３月の所定外労働時間（製造

業）は１７．８時間。  
 
●前年同月比は▲２．３％と７か

月連続で前年実績を下回った。

 

●３月の現金給与総額指数  

（２００５年＝１００）は  

８７．９となり、前年同月比＋

２．３％と４か月連続で前年実

績を上回った。  

●３月の常用雇用指数    

（２００５年＝１００）は  

９６．４となり、前年同月比▲

１．４％と１６か月連続で前年

実績を下回った。  
 

現金給与総額指数
（調査産業計　対前年同月比）
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

％ 埼玉県 全 国

所定外労働時間
（製造業　対前年同月比）
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

％ 埼玉県 全 国

 
常用雇用指数

（調査産業計　対前年同月比）
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出所：厚生労働省「毎月勤労統計」・埼玉県「毎月勤労統計調査」

％ 埼玉県 全 国

 
【完全失業率】  
・完全失業率は、労働力人口に占める完全失業者の割合です。  
・完全失業者とは、仕事を持たず、仕事を探しており、仕事があればすぐ就くことができる者

のことをさします。  
【現金給与総額指数】  
・現金給与総額とは、賃金、手当て、ボーナスなど、労働者が受け取った現金のすべてで、所

得税や社会保険料を支払う前の額です。  
【所定外労働時間指数】  
・いわゆる残業のこと。就業規則などで定められた始業から終業までの時間以外の労働時間。  
【常用雇用指数】  
・有効求人倍率はハローワークを通した求人、求職の希望の数字ですが、常用雇用指数は、実

際に雇われている雇用の実態を映すものです。  
【調査産業計】  
・現金給与総額指数及び常用雇用指数における調査産業計とは、農林漁業を除く全産業。  
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（３） 物価動向  

●緩やかながら上昇傾向  

 
 

消費者物価指数
（総合　対前年同月比）
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出所：総務省「消費者物価指数」・埼玉県「消費者物価指数速報」

％ さいたま市 全国消費者物価指数
（総合）
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2005年＝100 さいたま市 全国

 
 
 
 
 

●４月の消費者物価指数（さいたま市 ２００５年＝１００）は生鮮食品を含

む総合で１０１．０となり、前月比＋０．３％と２か月連続で上昇した。前年

同月比は＋１．３％と８か月連続で上昇した。  
●前月比が上昇したのは、「被服及び履物」、「教養娯楽」などの上昇が主な要

因となっている。なお、「交通・通信」などは低下した。  
●前年同月比が上昇したのは、「食料」、「住居」などの上昇が主な要因となっ

ている。なお、「教養娯楽」などは低下した。  
 
 消費者物価は、緩やかながら上昇傾向にある。  

【消費者物価指数】  
・消費者物価指数は、世帯の消費構造を固定し、これと同等のものを購入した場合の費用

がどのように変化するかを、基準年を100として指数化したもので、消費者が購入する

財とサービスの価格の平均的な変動を示すものです。  

・デフレとは一般的に消費者物価指数が2年以上持続して低下している状況のことをいい

ます。  

・デフレはモノが安くなるものの、企業所得低下が賃金低下を招くなど不況を深刻化させ

る要因ともなります。  
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（４） 消費  

 ●やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している  

家計消費支出
（関東地方　二人以上世帯）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

千円
家計消費支出
（対前年同月比）
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出所：総務省統計局「家計調査報告」

％ 関東地方 全国

大型小売店販売額
対前年同月比　店舗調整済（既存店）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国大型小売店販売額
対前年同月比　店舗調整前（全店）
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出所：経済産業省「商業販売統計速報」

％ 埼玉県 全 国

 

●４月の家計消費支出（関東地方：二人以上世帯）は、３３１，８４２円となり、

前年同月比▲２．６％と２か月連続で前年実績を下回った。  

●４月の大型小売店販売額【店舗調整前（全店）】は、８６４億円となり、前

年同月比▲１．２％と３か月ぶりに低下した。店舗調整済（既存店）販売額

の前年同月比は▲２．４％と３か月ぶりに低下した。  
 
● 業態別では、 

百貨店（県内調査対象店舗２１店舗）は、国産野菜が引き続き好調のため「飲食料

品」がプラスとなったほか、一部季節商材が好調であったものの、主力の「衣料品」

や「身の回り品」等が不振であった。これにより、店舗調整前（全店）及び店舗調整

済（既存店）とも前年同月比▲４．６％となり、いずれも２か月連続で低下した。 

スーパー（同２５３店舗）は、引き続きの円高還元セールや新入学等の生活催事へ

の対応が奏功した主力の「飲食料品」は好調であったものの、天候不順により初夏

物衣料や夏物寝具などのシーズン商品が伸び悩んだ。これにより、店舗調整前（全

店）は前年同月比＋０．１％と９か月連続で上昇したものの、店舗調整済（既存店）

は同▲１．５％と ３か月ぶりに低下した。
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新車登録届出台数
（対前年同月比　乗用＋軽）

-15

-10

-5

0

5

10

15

20

5月 6月 7月 8月 9月 10
月
11
月
12
月 1月 2月 3月 4月 5月

出所：日本自動車販売協会連合会・全国軽自動車協会連合会
埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

％ 埼玉県 全 国新車登録届出台数
（埼玉県　乗用＋軽）
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埼玉県自動車販売店協会・埼玉県軽自動車協会

千台

 

 

●５月の新車登録・届出台数（普通乗用車＋乗用軽自動車）は、１５，９６６台

となり、前年同月比▲４．２％と２か月ぶりに前年実績を下回った。  

新車登録・届出台数は前年同月比２か月ぶりに低下した。家計消費支出

は２か月連続で前年実績を下回り、大型小売店販売額はおおむね横ばいで推

移している。  
消費は、やや弱い動きがみられるものの、底堅く推移している。  

【家計消費支出】  
・全国約９千世帯での家計簿記入方式による調査から計算される１世帯当たりの月間

平均支出で、消費動向を消費した側からつかむことができます。  

・家計消費支出は景気動向指数の遅行系列に入っています。  

・核家族化により世帯人数が減少するなど、１世帯当たりの支出は長期的に減少する

傾向があり、その影響を考慮する必要があります。  

【大型小売店販売額】  
・大型百貨店（売場面積が政令都市で3,000㎡以上、その他1,500㎡以上）と大型スー

パー（売場面積1,500㎡以上）における販売額で、消費動向を消費された側から捉え

た業界統計です。  

・専門店やコンビニなどが対象となっていないため、消費の多様化が進むなか、消費

動向全般の判断には注意が必要です。  

・既存店とは、当月及び前年同月とも調査の対象となっている事業所をいい、既存店

販売額は全店販売額に比べ店舗数の増減による影響が取り除かれた指標となって

います。なお、全店販売額は、例えば新店舗開業によって既存店の顧客が奪われて

しまうといったことがあっても、増減が出てこないことから、大型小売店全体の販

売動向を把握するのに活用されます。  
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（５）住宅投資  

●おおむね持ち直し  

新設住宅着工戸数
（対前年同月比）
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出所：国土交通省「建築着工統計調査」

％ 埼玉県 全 国新設住宅着工戸数
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千戸

 

県内新設住宅種別着工戸数
（対前年同月比）
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● ４月の新設住宅着工戸数は７，４２４戸となり、前年同月比▲１．６％と２か

月ぶりに前年実績を下回った。住宅着工は、全体では２か月ぶりに前年同月比減

少となったが、分譲が１０か月ぶりに前年実績を上回るなど、改正建築基準法施

行に伴う影響からおおむね持ち直した。  

●着工戸数を種別でみると、持家（前

年同月比▲１０．４％）は４か月

ぶり、貸家（前年同月比▲１７．

１％）は２か月ぶりの減少となっ

たが、分譲（前年同月比＋１６．

７％）は１０か月ぶりの上昇とな

った。  

【新設住宅着工戸数】  
・住宅投資は、ＧＤＰのおおむね５％程度にすぎませんが、マンションや家を建てるに

は色々な材料が必要となり、また、建設労働者など多くの人に働いてもらわなければ

なりません。さらには入居する人は電気製品など新たに買換えることが多く、様々な

経済効果を生み出します。  

・政府は景気が悪くなると、金利の引き下げや融資枠の拡大などによる景気対策により、

マンション、持家を購入しやすいように仕向けます。景気対策が本当に効果を表して

いるかを知る上でも、住宅着工は役立ちます。  
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（６） 企業動向  

 ①倒産  
●緩やかな増加傾向  

 

企業倒産件数
（負債１千万以上　対前年同月比）
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出所：東京商工リサーチ「倒産月報」・「埼玉県下企業倒産整理状況

％ 埼玉県 全 国企業倒産件数
（負債１千万以上）
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●５月の企業倒産件数は４２件となり、前年同月比＋２．４％と４か月連続で

前年実績を上回った。  
●同負債総額は、１０８億９百万円となり、前年同月比▲２２．９％と２か月連

続で前年実績を下回った。  
負債総額１０億円以上の大口倒産が、液晶ディスプレイ等製造装置製造（負債

総額約２０億円）、給水用ポンプ部品製造（同約１３億円）、飲食店経営（同

約１３億円）、紙製品製造（同約１０億円）の４件発生した。  
倒産は、負債総額は２か月連続で前年実績を下回ったものの、倒産件数が４か

月連続で前年実績を上回るなど、緩やかな増加傾向にある。  

 
【企業倒産件数】  
・倒産は景気変動、景気悪化の最終的な悪い結論です。  

・景気が回復し始めても、倒産件数は増え続けます。倒産がまだそれほど増えていない

状態で、景気が大底（最悪期）を迎えていることもあります。  
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②景況感  
○経営者の景況感と今後の景気見通し  
平成２０年３月調査の埼玉県産業労働部「埼玉県四半期経営動向調査」によ

ると、現在の景況感は４期連続で悪化し、今後については先行き不透明感がみ

られる。  
 

【現在の景況感】  
自社業界の景気について、「好況である」とみる企業は２．９％、「不況で

ある」が６８．４％で、景況感のＤＩ(「好況である」－「不況である」の企業

割合)は▲６５．４となった。前期(▲５７．２)と比較すると８．２ポイント低

下し、４期連続で悪化した。 
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【今後の景気見通し】  
今後の景気見通しについて、「良い方向に向かう」とみている企業は２．８

％で前期（３．２％）に比べ減少し、「悪い方向に向かう」が５１．２％で前

期（４５．０％）に比べ増加した。 
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○ 平成２０年４～６月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、景況判断ＢＳＩ（現状判断）を規模別にみると、大企業は「下降」超に転じ、中堅

企業、中小企業は「下降」超幅が拡大した。  
 
先行きについては、大企業は20年7~9月期に、中堅企業は20年10~12月期に「上昇」超

に転じ、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっている。  
 

     景況判断ＢＳＩ                        （単位：％ポイント）  

 20年1～3月  

前回調査  

20年4～6月  

現状判断  

20年7～9月  

見通し  

20年10～12月

見通し  

全規模（全産業）  ▲２１．８ ▲２９．３ ▲９．６  ▲８．１

大企業  １．６ ▲１０．６ １２．１  ４．５ 

中堅企業  ▲２２．２ ▲２８．３ ▲７．５  ７．５

 中小企業  ▲３５．５ ▲３７．７ ▲１９．９  ▲１９．２

 製造業  ▲２４．７ ▲２７．３ １．０  ３．０

 非製造業  ▲２０．１ ▲３０．４ ▲１５．８  ▲１４．６

                          （回答企業数２７１社）  
 
※ＢＳＩ（ビジネス･サーベイ･インデックス）：増加・減少などの変化方向別回答企業数の構成比から全体の趨勢を判断

するもの。 ＢＳＩ＝（「上昇」等と回答した企業の構成比－「下降」等と回答した企業の構成比）。企業の景況判断

等の強弱感の判断に使用するＤＩと同じ意味合いをもつ。  
 
※ 大 企 業   ： 資 本 金 １ ０ 億 円 以 上  
中 堅 企 業 ： 資 本 金 １ 億 円 以 上 １ ０ 億 円 未 満  

 中 小 企 業 ： 資 本 金 １ 千 万 円 以 上 １ 億 円 未 満  
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③設備投資  
 
○ 平成２０年４～６月期調査の「財務省 法人企業景気予測調査（埼玉県分）」による

と、２０年度上期の設備投資計画額は、全規模・全産業で前年同期比２５．７％の増

加見込みとなっている。  
  これを規模別にみると、大企業、中小企業は増加見込み、中堅企業は減少見込みとな

っている。  
また、製造業は前年同期比５６．６％の増加見込み、非製造業は同▲１０．１％の

減少見込みとなっている。  
  ２０年度下期は、全規模・全産業で前年同期比２０．３％の増加見通しとなっている。  
  ２０年度通期は、全規模・全産業で前年比２３．０％の増加見通しとなっている。  
 

     設備投資計画                     （前年同期比増減率：％）  

  

 上期  下期  20年度  

全規模・全産業  ２５．７ ２０．３ ２３．０

大企業  ３１．２ ２０．２ ２５．６ 

中堅企業  ▲１３．３ ５．３ ▲４．７

 中小企業  １５．９ ２４４．５ ９２．９

 製造業  ５６．６ ２５．６ ４０．２

 非製造業  ▲１０．１ １２．５ ０．５

                         （回答企業数２７１社）  

 
 
 
 
○ 平成１９年６月調査の日本政策投資銀行「２００６・２００７・２００８年度 設備

投資動向調査」における埼玉県内の２００７年度設備投資計画は、製造業は伸び率が

鈍化するも増加を維持し、非製造業も３年連続で増加することから、全産業で３年連

続の増加となる。（計画額４，２４９億円、対前年度比１３．１％増）。  
   

    埼玉県内設備投資動向                    （単位：億円、％）  

 ２００６年度  

実績  

２００７年度  

計画  

０７年度計画  

伸び率 

０８年度計画  

伸び率 

全産業 ３，７５５ ４，２４９ １３．１ ▲２０．６

製造業 １，６４１ １，７６６ ７．６ ▲２．８ 

非製造業 ２，１１５ ２，４８３ １７．４ ▲２４．９

（回答企業数４４９社）  
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３ 経済情報  

（１）他調査機関の経済関係報告  

関東経済産業局「管内の経済動向」   《平成２０年４月を中心に》  
                             ２００８年６月１８日 

《 管内経済は、おおむね横ばいで推移している 》  

  
 
●ポイント  

 
  
 
 
 
 

 
 
 
●経済動向の概況  

  
個人消費は、底堅く推移しているものの、弱い動きがみられる。 

  コンビニエンスストア販売額は底堅く推移し、乗用車新規登録台数は前年同月を上回ったもの

の、大型小売店販売額は前年同月を下回り、景気の現状判断ＤＩは引き続き５０を下回るなど、

弱い動きがみられる。 

大型小売店販売額は、天候不順による衣料品の不調等により、３か月ぶりに前年同月を下回っ

た。百貨店は、国産野菜が引き続き好調のため「飲食料品」がプラスとなったほか、一部季節商

材が好調であったものの、主力の「衣料品」や「身の回り品」等が不振であったことから、２か

月連続で前年同月を下回った。スーパーは、引き続きの円高還元セールや新入学等の生活催事へ

の対応が奏功した主力の「飲食料品」は好調であったものの、天候不順により初夏物衣料や夏物

寝具などのシーズン商品が伸び悩んだことから、３か月ぶりに前年同月を下回った。コンビニエ

ンスストア販売額は、１０か月連続で前年同月を上回った。乗用車新規登録台数（軽乗用車を含

む）は、軽乗用車が前年同月を下回ったものの、普通乗用車及び小型乗用車が前年同月を上回っ

たことから、全車種では２か月ぶりに前年同月を上回った。実質消費支出（家計調査、二人以上

の世帯）は、２か月連続で前年同月を下回った。景気の現状判断ＤＩ（景気ウォッチャー調査、

家計動向関連）は３か月ぶりの低下となり、１３か月連続で横ばいを示す５０を下回った。景気

の先行き判断ＤＩ（家計動向関連）は３か月ぶりの低下となり、１１か月連続で５０を下回った。

（4月大型小売店販売額：既存店前年同月比▲1.3％、百貨店販売額：同▲2.2％、スーパー販売

額：同▲0.7％、4月コンビニエンスストア販売額：全店前年同月比+1.2％、4月乗用車新規登

録台数：前年同月比+5.8％、4月消費支出（家計調査、二人以上の世帯）：前年同月比（実質）

▲3.5％） 

 

管内経済は、おおむね横ばいで推移している。  
・個人消費は、底堅く推移しているものの、弱い動きがみられる。  
・住宅着工は、３か月連続で前年同月を下回った。  
・公共工事は、２か月ぶりに前年同月を上回ったものの、低調に推移してい

る。  
・雇用情勢は、弱い動きとなっている。  
・鉱工業生産活動は、横ばい傾向で推移している。  
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住宅着工は、３か月連続で前年同月を下回った。  

  新設住宅着工戸数は、持家、貸家及び分譲住宅が前年同月を下回ったことから、全体では３か

月連続で前年同月を下回った。  

  （4月新設住宅着工戸数：前年同月比▲18.3％）  

 

公共工事は、２か月ぶりに前年同月を上回ったものの、低調に推移している。  

  公共工事は、２か月ぶりに前年同月を上回ったものの、国、地方の予算状況を反映して、引

き続き低調に推移している。  

  （4月公共工事請負金額：前年同月比+14.4％）  

 
雇用情勢は、弱い動きとなっている。  

  雇用情勢は、完全失業率は前年同月を上回り、有効求人倍率は低下傾向にあるなど、弱い動き

となっている。 

有効求人倍率は２か月連続で低下となった。新規求人数は３か月連続で減少となった。事業主

都合離職者数は２か月ぶりに前年同月を上回った。南関東の完全失業率は１４か月ぶりに前年同

月を上回った。 

  （4月有効求人倍率〈季調値〉：1.11倍、4月南関東完全失業率〈原数値〉：4.2％） 

  ※南関東とは、埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県 

 
鉱工業生産は横ばい傾向で推移している。  

鉱工業生産指数は、その他工業、一般機械工業等が上昇したものの、情報通信機械工業、輸送

機械工業、鉄鋼業、非鉄金属工業等が低下したことから、３か月連続の低下となった。総じてみ

れば、横ばい傾向で推移している。  

主要業種の生産動向をみると、電子部品・デバイス工業はモス型半導体集積回路（CCD）等の

増加により高水準で推移している。一般機械工業はフラットパネル・ディスプレイ製造装置等の

増加により堅調に推移している。輸送機械工業は小型乗用車等が増加したものの、普通乗用車等

が減少したことから、横ばいで推移している。鉄鋼業は堅調に推移している。情報通信機械工業

は携帯電話等の減少により弱い動きとなっている。  

なお、全国の製造工業生産予測調査によると、５月は上昇、６月は低下を予測している。  

（4月鉱工業生産指数：前月比▲0.5%、出荷指数：同▲1.2%、在庫指数：同+1.7％）  
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財務省関東財務局～「最近の埼玉県の経済情勢」   ２００８年４月  
                             
（総括判断）  

回復の動きが弱まっている。  
 

（今回のポイント）  
 個人消費は持ち直しの動きが続いている。住宅建設は持ち直しの動きがみられるもの
の、前年を下回っている。 
企業の設備投資は増加見込みとなっている。 
製造業の生産は概ね横ばいとなっており、企業収益は減益見込みとなっている。 
雇用情勢は改善の動きが弱まっている。 

 
（具体的な特徴等） 
個別項目 今回の判断 主な特徴 

個人消費 
持ち直しの動きが続

いている。 

大型小売店販売額をみると、うるう年の効果がみられ

るなか、百貨店販売額はやや弱い動きとなっており、ス

ーパー販売額は概ね横ばいで推移している。 

コンビニエンスストア販売額は、概ね堅調に推移して

いる。 

乗用車の新車登録届出台数は、小型車、軽乗用車が前

年を下回っているものの、普通車が前年を上回って推移

しており、全体としてはこのところ前年を上回っている。

さいたま市の家計消費支出は、足もとで前年を下回っ

ている。 

住宅建設 
持ち直しの動きがみ

られるものの、前年を

下回っている。 

 新設住宅着工戸数をみると、建築基準法改正の影響は

収束しつつあるものの、貸家、分譲住宅は弱い動きが続

いている。 

設備投資 
19年度は増加見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（20年1～3月期調査）で19年度

の設備投資計画をみると、製造業では前年比17.3%の増加

見込み、非製造業では同12.2%の増加見込みとなってお

り、全産業では同14.9%の増加見込みとなっている。 

20年度の設備投資計画は、全産業で前年比20.3%の増加

見通しとなっている。 

生産活動 
概ね横ばいとなって

いる。 

 電気機械は足もとで減産に転じており、輸送機械はこ

のところ低下しているものの、化学や一般機械は堅調に

推移している。 

企業収益 
19年度は減益見込み

となっている。 

法人企業景気予測調査（20年1～3月期調査）で19年度

の経常損益（除く金融・保険、電気・ガス・水道）をみ

ると、製造業では前年比▲14.6%の減益見込み、非製造業

では同17.0%の増益見込みとなっており、全産業では同▲

2.0%の減益見込みとなっている。 

20年度の経常損益は、全産業で前年比13.3%の増益見通

しとなっている。 

企業の景
況感 

大企業は「上昇」超幅

が縮小、中堅企業、中

小企業は「下降」超幅

が拡大。 

法人企業景気予測調査（20年1～3月期調査）の景況判

断ＢＳＩでみると、大企業は「上昇」超幅が縮小し、中

堅企業、中小企業は「下降」超幅が拡大した。 

先行きについては、大企業は「上昇」超で推移し、中

堅企業、中小企業は「下降」超で推移する見通しとなっ

ている。 

雇用情勢 
改善の動きが弱まっ

ている。 

 完全失業率は、前年を下回って推移している。 

有効求人倍率は、低下している。 

新規求人数は、足もとで減少している。  
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財務省関東財務局～「管内経済情勢報告」   ２００８年４月  
                        

（総括判断）  

回復の動きが弱まっている。  

 
（総論）  
最近の管内経済情勢をみると、個人消費は緩やかに回復しており、住宅建設は持ち直

しの動きがみられるものの、前年を下回っている。 

企業の設備投資は増加見込みとなっており、輸出は前年を上回っている。 

こうした需要動向のもと、製造業の生産は横ばいとなっており、企業収益は増益見込

みとなっている。 

大企業の景況感は「下降」超となっている。 

なお、雇用情勢は緩やかな改善の動きが続いている。 

このように管内経済は回復の動きが弱まっている。 

なお、先行きについては、株式・為替市場や原油価格の動向等を注視していく必要が

ある。 
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（２）経済関係日誌 （５／２４～６／２０）（日本経済新聞等の記事を要約） 

◎ 政治経済・産業動向等  
５／２５ ２００８年度、設備投資計画 ３．７％増に鈍化【日本経済新聞社調査】 
日本経済新聞社がまとめた2008年度の設備投資動向調査で、全産業(対象1523社、連結ﾍﾞｰｽ)の当初計画

は07年度実績比で3.7%増となった。6年連続での増加となるが伸び率は5年ぶりの低水準。円高や資源高、
米景気変調などで企業業績の悪化が予想される中、国内景気をけん引してきた設備投資の減速感が強まっ
てきた。 
 
５／２７ 自治体、資金調達  多様に 
地方自治体が20年や30年など超長期の債券を市場で発行するｹｰｽが増えている。財投改革に伴う公的資金

の減少を背景に、民間からの調達比率が上昇。民間金融機関からの融資も増えており、調達資金の一層の
多様化を図っている。  

 
５／３１ ４月ガソリン販売量、最高【資源エネルギー庁】 
資源ｴﾈﾙｷﾞｰ庁が30日発表した石油統計速報によると、4月の国内ｶﾞｿﾘﾝ販売量は576万ｷﾛﾘｯﾄﾙで前年同月比

17.3%増加した。暫定税率の一時的な期限切れによる値下がりで特需が発生し、4月単月として過去最高の
販売量となった。  

 
６／ １ 国内金融機関のサブプライム関連損失 １兆９０００億円 
ｻﾌﾞﾌﾟﾗｲﾑﾛｰﾝ問題に関連した国内金融機関の損失の総額が、2008年3月末で1兆9千億円超に達したことが

分かった。これまでに損失を計上したのは約50社で、金融・証券市場が不安定になったことが幅広く影響
した。ただ証券化商品の価格下落はこのところ一服しており、各社とも追加損失は限定的とみている。  

 
６／ ４ 銀行への公的資金注入 回収利益１．３兆円 
国が1998年から2003年にかけて大手銀行や地方銀行に資本注入した約12.3兆円の公的資金のうち、現在ま

でに額面ﾍﾞｰｽで約8.8兆円を回収し、優先株などの値上がりで約1.3兆円の利益を得ていることが分かった。
回収率は7割超となった。  

 
６／ ５ ２００７年、合計特殊出生率 １．３４に上昇【厚生労働省】 
厚生労働省は4日、2007年の合計特殊出生率が1.34になったと発表した。前年比0.02ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、2年連

続で上昇した。ただし出生数は1,089,745人と前年より約3千人減少した。15-49歳の出産期の女性人口が減少
したことで出生率は上昇したが、少子化傾向は変わっていない。  

 
６／ ６ 製造業売上高、２００８年３月期の海外比率 過去最高の４５％ 
日本の製造業の海外売上高比率が5割に迫ってきた。上場ﾒｰｶｰの連結売上高に占める海外の比率は最近4

年間で1割弱高まり、2008年3月期は過去最高の45%に達した。食品や日用品など内需型企業の比率上昇が全
体を押し上げている。  

 
６／１１ 全国の自動車保有台数 ３月末、０．２％減【国土交通省】 
国土交通省は10日、全国の自動車保有台数(軽自動車、二輪車を含む)が3月末時点で79,080,762台となり、

前年同月に比べ0.2%減ったと発表した。昨年12月末以来、4か月連続で前年実績を割り込んだが、年度末で
ﾏｲﾅｽとなるのは初めて。少子高齢化やｶﾞｿﾘﾝ高を背景に日本のｸﾙﾏ社会の縮小が鮮明になってきた。  

 
６／１５ 原油・食料高「重大な試練」【Ｇ８財務省】 
大阪市で開いた日米欧ロの主要8か国(G8)財務相会合は14日、共同声明を採択して閉幕した。原油や食料

の価格高騰を「重大な試練」と明記し、世界的なｲﾝﾌﾚ圧力の増大に懸念を示した。焦点の為替政策につい
ては共同声明で直接触れなかったものの、会合の中では米国の「強いﾄﾞﾙ」政策を事実上容認した。  

 
６／１６ ２００７年度末、家計金融資産 １５００兆円割れ【日銀】 
日銀が16日発表した2007年度末の資金循環統計(速報)によると、家計が保有する金融資産の残高は前年

度末に比べ3.6%減の1489兆6147億円になった。年度末の1500兆円割れは3年ぶり。株価下落で株式の評価額
が目減りしたことが響いた。  

 
６／１８ ２００７年度末、中小企業向け融資残高 １．８％減少【日銀】 
日銀がまとめた2007年度末の国内銀行の中小向け融資残高は06年度末から1.8%減った。年度末残高が前

年を下回るのは3年ぶりで、4月以降も減少傾向が続く。景気減速で中小企業の資金需要が後退したほか、
倒産の増加などを受け銀行が融資条件を厳しくしたためとみられる。 
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◎ 市場動向  
６／ ３ 日経平均株価、３日続伸 １万４４００円台 
東証では日経平均株価が3日間続伸。2日の終値は1万4440円14銭となった。後場になって株価指数先物

への大口買いが主導する形で上げ幅を広げ、ほぼ高値圏で引けた。 
 
 ６／ ３ 円相場、反発 １ドル＝１０５円台 
円相場は反発。2日の終値は前週末比36銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=105円8銭となった。朝方はもみ合いとな

ったが、午後に入り欧州株が下落すると、欧米金融機関がﾕｰﾛなどに対し円を買い戻す動きが強まり、対
ﾄﾞﾙでも円は上げ幅を広げた。  
 
 ６／ ３ 長期金利、１．７５０％に上昇 

2日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前週末比0.010%高い1.750%
に上昇(価格は低下)した。10年債入札を翌日に控えて売りが出やすかった。堅調な株式相場も金利上昇圧
力となった。  
 
 ６／ ７ 円相場、続落 １ドル＝１０６円台 
円相場は続落。6日の終値は前日比14銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=106円3銭となった。午前の中値決済時に輸

入企業の円売りが優勢だった。株高も投資家のﾘｽｸ許容度を改善させ、金利差に着目した円売りが進んだ。
 
 ６／ ７ 長期金利、１．７９５％に急上昇 

6日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.050%高い1.795%に
上昇(価格は低下)した。ﾄﾘｼｪ欧州中央銀行総裁が早期利上げを示唆したことで前日の欧米金利が上昇した
流れを引き継いだ。  
 
 ６／１０ 日経平均株価、大幅反落 １万４１００円台 
東証では日経平均株価が大幅反落。9日の終値は1万4181円38銭となった。前週末の米株安、円高・ﾄﾞﾙ

安、原油価格高騰の流れを引き継いだ。自動車など輸出関連株の下げが目立った。  
 
 ６／１０ 円相場、反発 １ドル＝１０５円台 
円相場は反発。9日の終値は前週末比80銭円高・ﾄﾞﾙ安の1ﾄﾞﾙ=105円23銭となった。前週末発表の米失業

率の大幅悪化をうけﾄﾞﾙ売りが先行した。  
 
 ６／１０ 長期金利、１．７２５％に低下 

9日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前週末比0.070%低い1.725%
に低下(価格は上昇)した。前週末に米金利が急低下した流れを引き継いだ。  

 
６／１１ 長期金利、１．８００％に急上昇 
10日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.075%高い1.800%に

上昇(価格は低下)した。ﾊﾞｰﾅﾝｷ米連邦準備理事会(FRB)議長が講演でｲﾝﾌﾚ警戒を強めたことが伝わり、金
利に上昇圧力がかかった。  

 
６／１２ 円相場、大幅続落 １ドル＝１０７円台 
円相場は大幅続落。11日の終値は前日比90銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=107円54銭となった。米当局のﾄﾞﾙ安け

ん制を受けたﾄﾞﾙ買いが先行した。  
 
６／１３ 日経平均株価、大幅反落 １万３８００円台 
東証では日経平均株価が大幅反落。12日の終値は1万3888円60銭となった。原油先物価格の反発などを

受け、幅広い銘柄で売りが先行した。業種別日経平均は36業種のうち、水産と空運を除く34業種が下落し
た。  

 
６／１４ 円相場、反落 １ドル＝１０８円台 
円相場は反落。13日の終値は前日比56銭円安・ﾄﾞﾙ高の1ﾄﾞﾙ=108円6銭となった。前日発表の米小売売上

高が市場予想より良く、ﾄﾞﾙ買いが先行した。  
 
６／１７ 日経平均株価、大幅続伸 １万４３００円台 
東証では日経平均株価が大幅続伸。16日の終値は1万4354円37銭となった。朝方から自動車、電機など

主力株に買い注文が先行。後場は株価指数先物が主導する形で一段高となった。  
 
６／１７ 長期金利、１．８８０％に上昇 
16日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.040%高い1.880%に

上昇(価格は低下)した。前週末の米金利上昇や日経平均株価の大幅高が上昇要因だった。  
 
６／１９ 長期金利、１．７８０％に低下 
18日の債券市場で長期金利の代表的な指標である新発10年物国債利回りが、前日比0.050%低い1.780%に

低下(価格は上昇)した。前日の米金利が低下した流れを引き継いだ。  
 
６／２０ 日経平均株価、大幅反落 １万４１００円台 
東証では日経平均株価が大幅反落。19日の終値は1万4130円17銭となった。12日の終値から前日までに

564円(4%)上昇して短期的な達成感が広がっていたところに、米国の金融不安が重なり売りを誘発した。
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◎ 景気・ 経済指標関連  
５／３０ ４月 完全失業率４．０％、有効求人倍率０．９３倍【総務省・厚生労働省】 
総務省が30日発表した4月の完全失業率(季節調整値)は4.0%となった。前月に比べ0.2ﾎﾟｲﾝﾄ上昇し、2か

月ぶりの悪化となった。厚生労働省が同日発表した4月の有効求人倍率(同)は0.93倍。前月を0.02ﾎﾟｲﾝﾄ下回
り、3か月連続で低下した。 
 
 ５／３０ ４月、家計消費支出 ２．７％の減少【総務省】 
総務省が30日発表した4月の家計調査によると、2人以上の世帯の消費支出は1世帯当たり310,695円と、

物価変動の影響を除いた実質で前年同月比2.7%の減少となった。2か月連続のﾏｲﾅｽ。4月は価格が低下した
ｶﾞｿﾘﾝの購入量が拡大したものの、消費はやや不振で、同省は基調判断を「おおむね横ばい」から「減少の
兆しがみられる」と下方修正した。  
 
 ５／３１ ４月、住宅着工 ８．７％減 ～分譲の販売低迷～【国土交通省】 
国土交通省が30日発表した4月の新設住宅着工戸数は、前年同月比8.7%減の97,930戸と10か月連続で減少

した。耐震偽装の再発を防止するため建築確認を厳しくした改正建築基準法施行の影響は薄れてきたよう
だが、景気の足踏みでﾏﾝｼｮﾝなど分譲住宅の販売が低迷。在庫増を避けるため分譲住宅を中心に着工戸数が
減った。  

 
６／ ２ ４月、現金給与総額 ０．６％増【厚生労働省】 
厚生労働省が2日発表した4月の毎月勤労統計調査によると、すべての給与を合わせた現金給与総額は1

人あたり平均で前年同月比0.6%増の281,246円となった。増加は4か月連続。基本給を示す所定内給与も同
0.5%増え、252,899円と6か月連続で増えた。  

 
６／ ３ ５月、新車販売 ６．１％減【日本自動車販売協会連合会】 
日本自動車販売協会連合会(自販連)がまとめた5月の新車販売台数(速報値、軽自動車除く)は、前年同月

比6.1%減の221,377台で2か月ぶりﾏｲﾅｽだった。5月単月としては、231,350台だった1976年の水準を32年ぶ
りに下回った。自動車取得税が一時的に低下し駆け込み需要があった4月の反動が出た模様。  

 
６／ ４ ２００８年１－３月期、法人企業統計 ６年ぶりの減収減益【財務省】 
財務省が4日発表した2008年1-3月期の法人企業統計によると、全産業の経常利益は前年同月比17.5%減の

10兆7548億円となった。原材料の高騰などで減益幅が07年10-12月期に比べて広がった。売上高も小売業な
ど非製造業の不振により1.5%減。02年4-6月期以来、23・四半期ぶりの減収減益となった。  

 
６／１０ ４月、景気一致指数 ２か月連続で低下【内閣府】 
内閣府が9日発表した4月の景気動向指数(CI、2005年=100)は、景気の現状を示す一致指数が101.7と前月

に比べて0.7ﾎﾟｲﾝﾄ低下した。生産や雇用の動きが鈍かった。内閣府は過去7か月の指数の平均などを勘案し、
基調判断を3月の「一進一退」から「局面変化している可能性があるとみられる」に下方修正した。  

 
６／１０ ４月、機械受注 ５．５％増 ～基調判断は「足元弱含み」を維持～【内閣府】 
内閣府が10日発表した4月の機械受注統計によると、設備投資の先行指標となる「船舶・電力を除く民需」

は1兆94億円と前月に比べて5.5%増えた。非製造業からの受注が回復し、全体では3か月ぶりのﾌﾟﾗｽ。ただ、
2月と3月に大きく減った反動で増えた側面があり、内閣府は基調判断を「足元は弱含んでいる」に維持し
た。  

 
６／１１ １－３月期実質GDP、年率換算４．０％成長に上方修正【内閣府】 
内閣府が11日発表した1-3月期の国内総生産(GDP)改定値は、物価変動の影響を除く実質で前期比1.0%

増、年率換算で4.0%増となった。5月公表の速報値に比べ、前期比で0.2ﾎﾟｲﾝﾄ、年率で0.7ﾎﾟｲﾝﾄ上方修正し
た。設備投資が速報値の減少から増加に転じたのが主因。  

 
６／１４ ４月、全国鉱工業生産 ０．２％低下【経済産業省】 
経済産業省が13日発表した4月の鉱工業生産指数の確報値は前月より0.2%低い106.3だった。速報値より

0.1ﾎﾟｲﾝﾄ上方修正されたが、電子部品などを含む IT分野の不振が響き、2か月連続の低下となった。生産の
基調判断は「横ばい傾向にある」と据え置いた。  

 
６／１４ ５月、消費者態度指数 過去２番目の低水準【内閣府】 
内閣府が13日発表した5月の消費動向調査は、消費者心理を示す消費者態度指数(一般世帯、原数値)が

33.9と前月に比べ1.3ﾎﾟｲﾝﾄ低下し、米同時ﾃﾛの影響があった2001年12月に次ぐ過去2番目の低水準となった。
消費者の間で「ﾓﾉを買いたい気持ち」が減退を続けている。  

 
６／１６ 景況感８地域悪化 ～全体の基調判断、３回連続下方修正～【経済産業省】 
経済産業省は16日午前、地域の経済動向を報告する拡大経済産業局長会議を開いた。原油と原材料価格

の高騰が響き、全10地域のうち8地域で景況感が悪化。全体の基調判断を前回2月の「緩やかな改善傾向に
あるものの、一部に弱い動きが見られる」から「おおむね横ばいで推移するも、一部に弱い動きが見られ
る」に3回連続で下方修正した。  

 
６／１７ ６月、月例経済報告 ３か月ぶりに景気判断を下方修正【内閣府】 
政府は16日、月例経済報告の関係閣僚会議を開き、景気の基調判断を3か月ぶりに下方修正した。基調判

断は5月の「回復はこのところ足踏み状態」から「回復は足踏み状態にあるが、このところ一部に弱い動き
がみられる」に修正。政府は依然として景気は横ばい圏内にあるとしているが、企業部門を中心に弱さが
目立ってきた。  
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◎ 地域動向  
５／２４ 子育て女性の就職支援、県内に３拠点開設【埼玉労働局】 
埼玉労働局は26日、子育てをしながら就職を希望する人を支援する「ﾏｻﾞｰｽﾞｺｰﾅｰ」を埼玉県川口市、熊

谷市、所沢市に開設する。同局では昨年5月にさいたま市に第一号施設「ﾏｻﾞｰｽﾞｻﾛﾝ」を開設しており、県
内主要地域での支援体制を拡充する。 
 
 ５／３０ 民間意見、県の施策に反映 
埼玉県は民間の意見を施策に生かすため「官民協働・民間委託に関する提案制度」を創設した。県のﾎｰ

ﾑﾍﾟｰｼﾞに専用ｻｲﾄを開設。第一弾として、秘書業務の民間委託について意見募集を始めた。業務効率化やｺ
ｽﾄ削減につながる意見を求める。  
 
 ５／３１ 県内の中小支援、８拠点オープン【県中小企業振興公社・さいたま商工会議所】 
埼玉県中小企業振興公社やさいたま商工会議所などは 30 日、中小企業の経営を支援する「地域力連携拠

点」をｵｰﾌﾟﾝした。地域力連携拠点事業は中小企業庁の委託事業で、県内では 8 拠点を設けた。各拠点では
事業承継の相談を受け付けたり商談会などを実施したりすることで、中小企業の業容拡大を後押しする。

 
６／ ５ 小麦粉価格、上昇率１１％ 
埼玉県は 4 日、原材料の高騰で値上がりが予想されていた生活関連物資の価格調査結果を発表した。4

月 1 日から 5 月 15 日にかけて、小麦粉やﾃｨｯｼｭﾍﾟｰﾊﾟｰなど 19 品目の店頭価格を調べたが、このうち 9 品目
で値上がりしていた。最も上昇率が高かったのが小麦粉で、5 月の価格は 4 月に比べて 11.4%上昇した。

 
６／ ５ 「名水百選」に県内４か所【環境省】 
環境省が 4 日発表した「平成の名水百選」に埼玉県から 4 か所が選ばれた。選ばれたのは元荒川ﾑｻｼﾄﾐﾖ

生息地(熊谷市)、武甲山伏流水(秩父市)、妙音沢(新座市)、毘沙門水(小鹿野町)の 4 か所。水質や周辺環
境、地域住民の保全活動などが評価を得たという。  

 
６／１２ ８都県市で合同商談会 ～１１月、東京ビッグサイトで～ 
東京、埼玉、千葉、神奈川の 1 都 3 県と横浜、川崎、さいたま、千葉の 4 政令指定都市は 11 日、日本最

大級の商談会を 11 月 25 日、26 日に開くと発表した。参加企業は 8 都県市に事業所を置く約 600 社を予定。
今回の合同商談会は、昨年 5 月の 8 都県市首脳会議での上田清司埼玉県知事の提案に基づくもの。  

 
６／１４ 森林・緑の保全事業 公募 
埼玉県は森林や身近な緑の保全・創出などを目的とする事業の募集を始めた。自動車税の一部などを積

み立てた「彩の国みどりの基金」を活用。市町村や企業、団体などからの事業提案に対し、審査のうえで
補助金を出す。  

 
６／１７ ５月、県の企業誘致 立地２件 
埼玉県は 16 日、2007 年度から始めた企業誘致の新戦略「ﾁｬﾝｽﾒｰｶｰ埼玉戦略～立地するなら埼玉へ～」

の 5 月分の実績をまとめた。担当職員が 130 件の企業を訪れ、2 件の立地につなげた。流通加工業と外資
系の企業だった。  

 
６／１７ 県など、留学生向け就職交流会 
埼玉県、さいたま市、さいたま商工会議所が共同設置した埼玉国際ﾋﾞｼﾞﾈｽｻﾎﾟｰﾄｾﾝﾀｰなどは 7 月 4 日、2009

年 3 月に県内の大学や大学院を卒業予定の留学生と県内の有力中堅企業との就職支援交流会を開く。県内
企業の海外ﾋﾞｼﾞﾈｽ強化を支援する狙い。  

 
６／１８ 県、公共工事費 資材高分を上乗せ ～「単品スライド条項」適用～ 
埼玉県は 17 日、公共工事費が原油・原材料高の影響で当初の見積もりより増えた分を上乗せする「単品

スライド条項」を同日付で適用すると発表した。資材高に苦しむ土木建設業者に配慮する。埼玉県で同条
項の適用は今回が初めて。  

 
６／１８ 県、コンビニと包括協定 ～地域活性化狙う～ 
埼玉県はｺﾝﾋﾞﾆｴﾝｽｽﾄｱ大手との連携を深める。第一弾として 17 日、最大手のｾﾌﾞﾝ-ｲﾚﾌﾞﾝ・ｼﾞｬﾊﾟﾝと包括

連携協定を結んだ。地産地消や子育て支援など 14 の分野で連携する。7 月までにﾛｰｿﾝ、ﾌｧﾐﾘｰﾏｰﾄととも同
様の協定を結ぶ計画。県民に身近なｺﾝﾋﾞﾆ店舗網を活用し、地域の活性化につなげる考えだ。  

 
６／１９ ２００８年度、実質成長率 ０．７ポイント下方修正【埼玉りそな産業協力財団】
埼玉りそな産業協力財団は 18 日、2008 年度の埼玉県内実質経済成長率を 1.7%(07 年度は 1.9%)に 0.7 ﾎﾟ

ｲﾝﾄ下方修正した。過去 5 年では最低の水準。昨年 12 月時点の予想は 2.4%だった。個人消費の一段の冷え
込みや陰りのみえる設備投資など景気のﾘｽｸ要因が増えており、同財団は「当面は厳しい景気情勢が続く」
とみている。  

 
６／１９ ４月、景況判断 据え置き【関東経済産業局】 
関東経済産業局は 18 日、4 月の管内(静岡を含む関東甲信越 11 都県)経済動向を発表した。雇用情勢は

悪化しているが、鉱工業生産指数はほぼ横ばいのため、全体の景況判断も「おおむね横ばいで推移してい
る」と据え置いた。  

 
６／１９ 保育所待機児童 横ばい（２００８年４月１日時点） 
埼玉県内の保育所待機児童数は横ばい。埼玉県によると県内の 2008 年 4 月 1 日時点の保育所待機児童数

は前年より 1人減の 1,216人だった。新たに保育所整備などを進め受け入れ枠を 2,536人分拡大したものの、
ﾏﾝｼｮﾝ開発に伴い子育て世帯などが増えた。  
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（３）今月のトピック 

●埼玉県内企業「２００８年度に賃上げ」５５％  
 ～ 賃上げを実施する企業の割合は３年連続で増加 ～  
 
 近年、企業業績への従業員の貢献分を定例給与ではなく、ボーナスに反映させる動きが強まっ

ていたが、雇用情勢の逼迫に伴って、定例給与を見直し、賃上げを行う企業が出始めたとされる。

財団法人埼玉りそな産業協力財団では、昨年に続き２００８年度の賃上げ状況について県内企業

へのアンケートを実施した。（対象企業９５１社、回答企業数２４６社、回答率２５．９％）  

 

○ 過去の賃上げ状況をみると、賃上げを「実施する」企業の割合は、２００５年度の４８．２

％から２００８年度の５５．８％まで徐々に高まってきた。一方、「実施しない」とする企業

は、２００７年度に２４．８％までいったん上昇したものの、２００８年度には２０．４％へ

低下した。ただし、「未定」とする企業の割合は２１．３％に高まっている。  

  

 

 

○ 日本経済新聞社では、このアンケートの結果を、「原材料高など企業収益の圧迫要因もある

が、給与水準を高めて人材を確保する動きは依然強い」とみている。  

 
【出典：財団法人埼玉りそな産業協力財団 News Release】 
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